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 新型コロナ感染症パンデミックを経た世界では、変

化のスピードが大幅に加速している。

 一方で、わが国の変化が今のように極めて遅いま

までは、早晩、前を走るトップランナーの背中は遂に

見えなくなるだろう。

コロナ後の世界の変化スピードは加速
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2020年の世界の時価総額ランキング50社のうち⽇本企業は1社（1989年は31
社）、ヘルスケア分野企業は5社（1989年は1社）

2

失われた30年



 日本経済の活力を高めるには、多様なグローバル人
材を結集し、最大限能力を発揮できる環境が不可欠。

 「優秀な政府」と「優秀な民間」との連携。

 成長分野へのスピーディな「投資」と「人材移動」が必

要。

 官民とも「年功序列型賃金・職能給」 から 「ジョブ型

雇用・職務給」へ大きく転換の要。

➡ 「出入り自由な公務員制度」へ大改革。

成⻑への条件
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日本以外は世界に開かれた労働市場



（基本的理念）

第三条

（略）

２ 労働者は、職務の内容及び職務に必要な能力、経験その他の職

務遂行上必要な事項（以下この項において「能力等」という。）の内容

が明らかにされ、並びにこれらに即した評価方法により能力等を公正

に評価され、当該評価に基づく処遇を受けることその他の適切な処遇

を確保するための措置が効果的に実施されることにより、その職業の

安定が図られるように配慮されるものとする。

「労働施策総合推進法」
（2018年施⾏ 安倍内閣働き⽅改⾰の理念法））
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国家公務員法等の一部を改正する法律（令和３年６月１１日公布）
附則 第１６条

（略）
２ 政府は、国家公務員の給与水準が旧国家公務員法第八十一条の二第二項、第四条の規定による改正前の検察庁法第二十二条又

は旧自衛隊法第四十四条の二第二項に規定する定年の前後で連続的なものとなるよう、国家公務員の給与制度について、人事院にお

いてこの法律の公布後速やかに行われる昇任及び昇格の基準、昇給の基準、俸給表に定める俸給月額その他の事項についての検討

の状況を踏まえ、令和十三年三月三十一日までに所要の措置を順次講ずるものとする。

３ 政府は、前項の人事院における検討のためには、職員の能力及び実績を職員の処遇に的確に反映するための人事評価の改善が重

要であることに鑑み、この法律の公布後速やかに、人事評価の結果を表示する記号の段階その他の人事評価に関し必要な事項につい

て検討を行い、施行日までに、その結果に基づいて所要の措置を講ずるものとする。

公 務 員 制 度 改 革
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10年以上前から取り組んでいるが、抜本的な改革は実現されていない。



 医療・介護等のデジタルトランスフォーメーションは、教育・防

災と並んで、政府の重点政策である。

 科学的根拠やエビデンスに基づく栄養政策、医療等での個人

情報の保護と利活用の安定的推進等を含めたデータヘルス

改革全体の計画的かつ迅速な推進を図らねばならない。

・産官学での連携と世界への発信が重要である。

⽇本の保健・医療・介護のDXを強⼒推進し、
グローバルにも貢献
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データヘルス改革



９

データヘルス改革
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Genomics England におけるプロジェクト推進の考え方を参考とし、
新たに事業実施組織を立ち上げ、全ゲノム解析等を着実に推進すべ
きである。Genomics England は、国が出資する会社の形態をとり、
広くアカデミアや産業界から参画を募り、それによって最新の知見
に基づいた柔軟な運営判断を可能にしている。これを踏まえ、わが
国の事業実施組織も、国の研究機関や国立研究開発法人だけによる
閉じた場ではなく、アカデミアや経済界等がアイディア、人材、投
融資等において広く参加する透明で開かれた場とするとともに、官
民一体となったビジネスモデルとしても機能するものとするべきで
ある。事業実施組織を構築・運用するためには、官民一体となって
推進する必要があり、十分な公的予算の他に民間資金の活用も含め
た方策を検討すべきである。

事業実施組織の創設 （「ゲノム医療センター・ジャパン＜仮称＞」）
令和３年６月１日 自由民主党「データヘルス推進特命委員会提言」よ
り
資料データ：https://www.jimin.jp/news/policy/201657.html
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12位
32位

OECDと中国のCOVID-19関連論文数と人口10万人あたりのCOVID-19関連論文数

なぜ日本のコロナ論文の数は少なかったのか?
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官民による情報共有こそ重要。



ヘルスケア分野での迅速・包括的なグローバルでの連携
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薬剤耐性菌問題に関するグローバルでの危機管理の連携
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